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（３）将来人口の設定 

将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所による最新の公表値である「日本の地域別将来推

計人口（平成 30 年３月推計）」によるものとする。これは、平成 27 年(2015 年)の国勢調査を

基に、平成 27 年(2015 年)～平成 57 年(2045 年)までの 30 年間（５年ごと）について、男女５歳

階級別にされたものである。 

本調査においては、開業時（平成 45 年(2033 年)）の推計値を用い、将来の人口動向が需要に

与える影響を把握することとする。 

 

表 将来推計人口（単位：千人） 

都県市名 
平成 27 年 

実績値 

平成 45 年 

推計値 

伸び率 

（H45/H27） 

平成 57 年 

推計値 

伸び率 

（H57/H27） 

東京都 13,488 13,844 1.03 13,590 1.01 

町田市 432 414 0.96 388 0.90 

八王子市 577 532 0.92 485 0.84 

多摩市 147 134 0.91 122 0.83 

神奈川県 9,125 8,824 0.97 8,312 0.91 

相模原市 721 686 0.95 637 0.88 

横浜市 3,724 3,630 0.97 3,446 0.93 

川崎市 1,475 1,565 1.06 1,550 1.05 
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（４）開発人口の設定 

将来人口の推計は、市区町村単位では過去のトレンドをもとにした推計、小ゾーン単位では平

成 22 年(2010 年)と同じ分布状況と仮定した推計が基本となっている。しかし、この方法では、

土地区画整理事業等の開発計画により、過去のトレンドとは無関係に人口が変化すること、ある

いは小ゾーン別の人口分布状況が変化することを反映することができない。このため、開発計画

での計画開発人口がどのように定着していくかを推計し、需要予測へ反映する。 

なお、開発人口の増加分は、開発を見込む都県単位の合計は変えないようにコントロールトー

タルを行う。 

 

１）検討対象の開発計画 

延伸線沿線の開発計画は次のとおりである。 

 

表 延伸線沿線の開発規模・開発計画人口 

区域 開発計画 用途 
面積 

（ha） 

従業人口 

（人） 

夜間人口 

（人） 
完成年度 

相模原市 

1 相模原駅周辺整備推進事業 住居・業務 15 20,000 3,000 H39(2027 年) 

2 当麻地区整備促進事業 住居・産業 81  6,800 未定 

3 
麻溝台・新磯野第一整備地区土地

区画整理事業 
住居・産業 38  2,800 H35(2023 年) 

  相模原市 計   20,000 12,600  

 

２）開発計画人口の定着の推計 

No.１の開発計画人口（従業人口）定着の推計方法は、規模が比較的近しい他開発事例を参

考に設定した。また、No.２および No.３の開発計画人口定着の推計方法は、類似開発の定着

推移の実績値もないことから、交通政策審議会答申と同様にビルトアップ曲線※に基づき設定

した。なお、パラメータは公表されていないため、「東京圏における高速鉄道を中心とする交

通網の整備に関する基本計画の策定」（運輸政策審議会答申第 18 号）のパラメータを適用し

た。 

 

※ビルトアップ曲線 

開発開始後の経過年次と開発の進捗度（＝進捗率）との関係を示す曲線 

運輸政策審議会答申第 18 号時、自治体等へのヒアリングにより得た実績データを基に開発規模別に作成 

 

ビルトアップ曲線に基づく開発増加人口の予測の考え方は、以下のとおりである。 

① 計画人口から当初人口を除いたものを当該開発計画における計画増分の人口とする。 

② 平成 22 年度(2010 年度)末における既存人口がビルトアップ曲線では事業開始後何年目

相当となるかを算出した上で、これを基に予測年次における定着率をビルトアップ曲線

から推計する。 

③ ①で算出した計画増分の人口と、②で推計した定着率を基に、予測年次における開発増

加人口を算出する。 
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３）住居系開発における夜間人口定着の考え方について 

No.２および No.３の開発計画人口定着の推計に用いるビルトアップ曲線は以下の通りであ

る。 

 

・ビルトアップ曲線の構造 

ビルトアップ曲線としてロジスティック曲線を採用する。式の構造は以下のとおり。 

)exp(1

1
y

bat ++
=   

        y：進捗率 

a,b：パラメータ 

        t：着工年次からの経過年（年） 

 

・開発規模別のビルトアップ曲線 

開発規模の関係から、交通政策審議会答申と同様にビルトアップ曲線に基づき設定した。

なお、パラメータは公表されていないため、運輸政策審議会答申第 18 号で用いられた住居

系開発の小規模開発（100ha 未満）のパラメータを適用した。 

 

小規模開発(100ha 未満) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ビルトアップ曲線のパラメータ（運輸政策審議会答申第 18 号） 

開発型名 式（パラメータ） 相関係数 
計画人口 

(人) 
開発面積 

(ha) 
サンプル数 

小規模開発 a = -0.196 , b = 3.795 0.811                 注） 16 
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４）業務系開発における従業人口定着の考え方について 

No.１の開発計画人口定着については、規模が比較的近しい他開発事例を参考とし、推計を

行うことにした。 

参考事例としては、開発規模が近く、かつ定着実績が推定されている実例である、尼崎市の

「あまがさき緑遊(りょくゆう)新都心」（22.8ha）を採用し、定着推計の根拠とした。 

同開発では、10 年で従業人口 8,000 人が定着したと推定されていることから、返還地にお

いても同程度の定着速度（800 人／年）と仮定し、想定される都市計画決定からおおよそ 10

年後である平成 45 年(2033 年)の延伸線開業時の従業人口を 8,000 人、さらに 12 年経過した

平成 57 年(2045 年)の従業人口を 17,600 人と推計し、設定した。 

 

○あまがさき緑遊新都心 … 開発規模が 15ha に近しく定着実績が推定されている事例 

所在地 尼崎市 

敷地面積 22.8ha 

計画人口 就業人口：約 8,000 人、居住人口：約 3,300 人 

着工等 平成 12 年(2000 年) 3 月 都市計画決定（区画整理、道路、公園） 

平成 12 年(2000 年) 8 月 都市計画決定（再開発地区計画） 

平成 12 年(2002 年) 1 月 事業計画の認可 

完成等 平成 22 年(2010 年) 3 月 事業完了 ←認可から約８年 

平成 27 年(2015 年) 3 月 清算完了 

定着率 平成 24 年(2012 年) 9 月時点で、当初の就業人口に近くなると推定 

∴認可から約 10 年で 8,000 人（100％） 

※出典：UR都市機構の HP、尼崎市議会議事録（平成 24 年(2012 年)9 月） 
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５）将来の開発増分の推計結果 

各開発において、開発開始前から存在する人口を整理し、これを基に、ビルトアップ曲線等

により需要予測年の開発人口を推計した。ただし、No.１の開発計画については、相模原駅周

辺地区まちづくり計画（平成 22 年(2010 年)３月相模原市）において、中高層建築物（マンシ

ョン系：高さ約 50ｍ～約 100ｍ）を想定しており、国土交通省が公表している首都圏マンショ

ン関係の住宅経済関連データにおいて、販売初月契約率は３年連続で６割に達していることか

ら、想定される都市計画決定からおおよそ10年後の平成 45年(2033 年)の延伸線開業時には、

夜間人口が完全に定着しているものとした。 

 

表 開発人口の推計結果 

開発計画 用途 
面積 

（ha） 

開始 

年度 

完了 

年度 

当初 

人口 

（人） 

計画人口 

（人） 

推計人口（人） 

H45 年(2033 年) H57 年(2045 年) 

従業 

人口 

夜間 

人口 

従業 

人口 

夜間 

人口 

従業 

人口 

夜間 

人口 

1 相模原駅周辺整備推進事業 住居・業務 15 H35 H39 0 20,000 3,000 8,000 3,000 17,600 3,000 

2 当麻地区整備促進事業 住居・産業 81 H24 未定 400 - 6,800 - 4,090 - 6,300 

3 
麻溝台・新磯野第一整備地区土

地区画整理事業 
住居・産業 38 H26 H27 20 - 2,800 - 1,800 - 2,630 

計     420 20,000 12,600 8,000 8,890 17,600 11,930 
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３）乗換時間 

乗換時間は、既設駅との乗換施設の検討を基に乗換の移動距離と時間は表のとおり想定する。

列車待ち時間は以下のように設定した。 

・相模原・上溝駅での他線への乗継 ： 乗継先の運行間隔の半分 

・多摩センター駅での同一路線の乗継（ホームからホームへの所要時間）：１分 

 

 

表 乗換時間距離・時間 

駅名 乗換先路線 
移動距離(m) 

移動時間参考値（秒） 
垂直 水平 

相模原駅 ＪＲ横浜線 18 229 293 

上溝駅 ＪＲ相模線 23 105 190 
※移動時間は、ピーク時非高齢のものを記載している。 
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４）運賃 

運賃は、小田急線の現行運賃水準とする。 

加算運賃については、導入事例、周辺交通サービス等を勘案し、設定する。 

 

５）将来路線ネットワーク（検討対象路線以外） 

将来の路線ネットワークは、平成 30 年(2018 年)7 月末の路線に加えて、検討対象年次であ

る平成 45 年(2033 年)には整備されていることが見込まれる以下の路線等を考慮する。 

 

〔鉄 道〕 

表 考慮する路線等 

路  線  名  等 区   間 完成予定 

相鉄・ＪＲ直通線の新設 西谷～横浜羽沢付近 平成 31 年度（2019 年度） 

相鉄・東急直通線の新設 横浜羽沢付近～日吉 平成 34 年度（2022 年度） 

金沢シーサイド延伸 金沢八景 平成 31 年度（2019 年度） 

日比谷線虎ノ門新駅（虎ノ門ヒルズ駅） 霞ヶ関～神谷町 平成 32 年度（2020 年度） 

山手線品川新駅（高輪ゲートウェイ駅） 田町～品川 平成 32 年度（2020 年度） 

リニア中央新幹線 品川～名古屋 平成 39 年度（2027 年度） 

※平成 30 年（2018 年）7 月末時点で、事業化されているプロジェクト 

 

〔道 路〕 

幅員 5.5ｍ以上の道路による道路ネットワークを用いて小ゾーン相互間の経路を探索し、

所要時間を設定する。その際に用いる速度は、平成 22 年道路交通センサスによるピーク時

旅行速度とする。 

なお、現在事業化している区間は、将来道路ネットワークにおいては供用されているもの

とする。 

 

〔バ ス〕 

系統別バス路線ネットワークデータを用いて小ゾーン相互間の経路を探索し、所要時間を

設定する。その際に用いる速度は、時刻表による都県別の平均速度とする。 

なお、将来においても現況と同じ路線網であるとする。 
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表 需要予測上の運行形態 
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３）機関分担の予測 

分布交通量予測で得られた各地域間の将来の交通において、利用者がどの交通機関を利用す

るかを、交通機関別の時間、費用等のサービス、個人属性等を考慮した非集計行動モデルによ

り予測する。 

 

（具 体 例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）配分交通量の予測 

機関分担予測で得られた将来の鉄道利用者が具体的にどの路線を利用するかを、鉄道経路別

の所要時間、費用、混雑率等の要素を考慮した非集計行動モデルより予測する。 

 

（具 体 例） 
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（２）前提条件 

小田急多摩線延伸に係る事業採算性の検討については、次の事項を前提とする。 

 

１）基本事項 

事業採算性の検討に関する基本事項は、次のとおりとする。 

 

項   目 前  提  条  件  等 

対象整備路線 ・小田急多摩線延伸 唐木田駅～上溝駅間 8.8km とする。 

建 設 期 間 ・約６年間と想定する。（平成 38 年度(2026 年度)工事着手） 

開業想定時期 ・平成 45 年(2033 年)と想定する。 

事 業 主 体 ・都市鉄道利便増進事業の適用を前提として、各主体は以下を想定

する。 

  営業主体：小田急電鉄株式会社 

  整備主体：公的主体 

概 算建設費 ・概算建設費 1,300 億円（平成 29 年度(2017 年度)価格） 

  複線、３駅整備 

・物価騰貴率は、見込まないものとする。 

旅 客収入等 ・小田急多摩線の延伸を整備した場合（with）と整備しない場合

（without）の営業主体の旅客収入等（既設線の収入変化を含む）

の差分を算定する。 

・算定パターンは、次のとおりとする。 

  延伸線と整備が確実な路線 

・運賃は、輸送需要の予測ケースのとおりとする。 

・収入は、毎年定額とする。 

※本調査では、消費税は 10％とする。 

収支シミュレーションは、建設費や運賃で見込んでいる消費税分を割り引いて試算するため、増税に

よる影響は生じない。 
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２）整備主体 

整備主体の前提条件等は、次のとおりとする。 

 

項    目 前  提  条  件  等 

整備スキーム 「都市鉄道利便増進事業費補助」に基づく資金調達を想定する。 

資 金 調 達 資     金 

補助金 国 補助対象経費の１／３ 

地方公共団体 補助対象経費の１／３ 

借入金 整備主体 市中銀行 

※ 補助対象経費：建設中利息を除く 

（施設保有主体が法人税の納付を必要としない場合） 

 補助対象経費＝事業費－車両費 

建設中利息 ・各年度の借入金を想定し、建設中の利息を算出する。 

収 入 ・営業主体から受け取る施設使用料とし、毎年定額とする。 

支 出  

 

運 営 経 費  

 

経 費 等 ・整備路線を運営するために必要な人件費及び経費 

減 価 償 却 
・用地：対象外 

・施設：個別償却、定額法、残存価格０％ 

諸 税 （不動産取得税・登録免許税・法人税は非課税） 

 

固定資産税 ・固定資産税評価額の 1.40%（土地・家屋・他償却資産） 

都市計画税 
・固定資産税評価額の 0.24%（町田市）・0.30%（相模原市） 

・0.20%（多摩市）（土地・建物） 

課税標準の 

特例 

（新線特例） 

・土 地：１／３ 

・新線構造物：当初５年間１／３、その後５年間２／３ 

・ト ン ネ ル：非課税 

課 税 対 象 

・土 地：用地費の 70％ 

・建 物：取得価格の 60％ 

・他償却資産：残存価格 0％ 

金 利 （市中銀行） 

 
長 期 借 入 

・10 年元本均等償還、うち３年据置。 

・年利 開業 10 年目まで 1.379％（2008.4～2018.3 の長プラ平均） 

    開業11年目以降1.694％（1998.4～2018.3の長プラ平均） 

短 期 借 入 ・長期借入利率と同じとする。 

物価騰貴率 
・用地費、建設費、人件費、経費等の物価騰貴率は、見込まない

ものとする。 
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３）営業主体 

営業主体の前提条件等は、次のとおりとする。 

 

項    目 前  提  条  件  等 

整備による収入変化  

 
旅 客 収 入 

・目的別に予測した輸送量にそれぞれの運賃（普通運賃、通勤・

通学定期料金）を乗じて算出する。 

・対象範囲は、整備路線区間に加えて、小田急電鉄各線におけ

る整備による収入の変化分を見込む。 

・運賃体系：小田急電鉄の運賃体系 

      整備路線区間は加算の場合がある。 

・運賃改定：見込まないものとする。 

運輸雑収入 ・広告等の収入 

整備による経費変化  

 

人 件 費 
・整備路線の営業に係る運転経費、駅務要員、保守要員[工務・

電気・車両]、本社要員等の人件費 

経 費 
・整備路線の営業に係る動力費、修繕費[線路保存・電路保存・

車両保存]、運輸費、保守管理費、輸送管理費、その他の経費 

車両投資費用 ・延伸線整備に伴い必要となる車両費 

物価騰貴率 ・鉄道整備主体と同じ。 

施設使用料（※） 

・受益相当額（施設使用料） 

＝整備による収入変化－整備による経費変化 

        ＋鉄道営業主体の既存線の損益変化 

※本調査においては、経年による分布パターンの適用比率の変化により、輸送需要と受益相当額が経年変化

することを想定しているため、施設使用料は、開業１～30 年目の平均受益相当額とする。 
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営業主体は小田急電鉄と想定する。運輸雑収入比率及び経費・人件費原単位は、平成 25 年

度(2013年度)から平成29年度(2017年度)における小田急電鉄の営業実績により設定した平均

値を用いる。 

 

表 営業主体の運輸雑収入・経費・人件費原単位 

種    別 単   位 
Ｈ25 年(2013 年)～Ｈ29 年(2017 年) 

原単位 

運輸雑収入 広告収入等 － 旅客運輸収入の 3.33％ 

人 件 費 

 駅職員（※） － 20 人 

運 転 士 人／千列車キロ 0.026 

車   掌 人／千列車キロ 0.022 

そ の 他 人／千列車キロ 0.005 

工   務 人／営業キロ 1.368 

電   気 人／営業キロ 1.907 

車   両 人／千車両キロ 0.002 

経   費 

線路保存費 千円／千車両キロ 23.56 

電路保存費 千円／千車両キロ 10.12 

車両保存費 千円／千車両キロ 17.55 

運 転 費 千円／千車両キロ 2.68 

運 輸 費 千円／年・駅 75,391 

動 力 費 千円／千車両キロ 30.95 

車両新造費等  千円／両・年 6,383 

※駅職員については、小田急電鉄全体の平均を基とする原単位によると過大であると想定されることから、

原単位を設定せず、新設駅の規模を基に、必要な駅職員数を想定した。 

 

  



 

２．需要予

需要予測

 

  

 

輸送２．１ 

延伸区間

輸送人員

年(2045 年

 

 

予
ケ

基本ケース

 

 

 
※

 

 

 

※発券ベ

予測結果 

測結果を以下

送需要 

間における輸

員について、

年)では、約

予 測 
ケース 

ス 

※用語の説明

輸送人員 

キロ当たり

輸送人キロ

輸送密度 

ベース：定期券

下に示す。予

輸送需要は、

平成 45 年

67.1 千人／

輸送
（千人

H45 
(2033年) 

73.3 

明 

輸送人員 

 

 

券や切符の販売

予測結果は、

以下のとお

年(2033 年)で

／日の輸送人

表 

送人員 
人／日） 

H57 
(2045年) (

67.1 

輸送した

輸送人員

輸送した

距離（キ

輸送人キ

売枚数を基に集
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、発券ベース

おりである。

では、約 73

人員が見込ま

輸送需要の

ｷﾛ当た
輸送人員

(千人／日

H45 
(2033年) 

H
(20

8.3 

た旅客の総人

員÷延長 

た旅客（人）

キロ）を乗じ

キロ÷延長 

集計したもの。
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ス※の値を記

。 

.3 千人／日

まれる結果

結果 

り 
員 
・km) 

（

H57 
045年) 

H45
(2033

7.6 4

員数。 

にそれぞれの

たものの累積

「都市交通年

需要予測及

記載する。 

日の輸送需要

となった。

輸送人ｷﾛ 
千人ｷﾛ／日）

5 
年) 

H57 
(2045年)

444 405

の旅客が乗車

積 

年報」の断面交

及び事業採

要が見込まれ

 

 

輸送
(千人

k

) 
H45 

(2033 年) 

5 50.5 

車した 

交通量の値がこ

算性の検討

れ、平成 52

送密度 
人ｷﾛ／日・
km) 

H57 
(2045 年) 

46.0 

れにあたる。 

討 

2



 

駅の２．２ 

延伸区間

平成 45 年

41.2 千人／

 

 

予
ケ

基本ケース

※ 唐木田駅

 

 

 

の乗降人員 

間における各

年(2033 年)で

／日、上溝駅

予 測 
ケース 

ス 

駅の乗降人員は

各駅の乗降人

では、唐木田

駅で約 29.1

唐木

H45 
(2033年) 

3.3 

は、延伸区間を

人員は、以下

田駅で約 3.

千人／日の

表 駅

木田駅 

H57 
(2045年) (

2.7 

を利用する旅客
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下のとおりで

3 千人／日※

の乗降人員が

駅別乗降人員

中間駅

H45 
(2033年) 

H
(20

10.0 

客のみを計上 
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である。 
※、中間駅で

が見込まれる

の結果 

駅 

H57 
045年) 

H45
(2033

8.9 41

需要予測及

で約 10.0 千

る結果となっ

相模原駅 

5 
年) 

H57 
(2045年)

1.2 39.1

及び事業採

千人／日、相

った。 

上

) 
H45 

(2033 年) 

1 29.1 

算性の検討

模原駅で約

（千人/日）

上溝駅 

H57 
(2045 年) 

25.1 

討 

約

 



 

駅間２．３ 

 

 

【基本ケー

＜平成45年

乗車／降車

多摩ｾﾝﾀｰ

唐木田 

中間駅 

相模原 

上溝 

小計 

平成45年

小田急多摩

京王永

京王堀之

多摩モノレー

地

乗

平成45年

小田急多摩

京王永

京王堀之

多摩モノレー

地

多

多

間輸送量及び

ース】 

年(2033年)＞

車 多摩ｾ

ｰ - 

- 

4

16

1

32

年（2033年）　基本

摩線 30,077

永山 2,571

之内 417

ール 1,772

地元 2,150

計 36,987

乗車 ↓ 36,9

→

年（2033年）　基本

39,9

←
↓ 降車

摩線 33,562

永山 1,750

之内 427

ール 1,709

地元 2,482

計 39,930

多摩センター

多摩センター

び利用者の旅

＞（発券ベー

ｾﾝﾀｰ 唐

4,621 

6,436 

1,849 

2,906 

本ケース　（多摩セ

地元

987 乗車 ↓

→ 唐木田

↓ 降車

地元

本ケース　（多摩セ

地元

930 乗車 ↓

← 唐木田

↓ 降車

地元

旅客流動 

ース） 

唐木田 

- 

- 

63 

1,586 

147 

1,796 

センター→上溝）

1,474

31,665

→
車

6,796

センター←上溝）

7,024

34,702

←
車

1,796

112 

中間駅 

4,230

42

- 

262

193

4,727

 

 

 

地元 56

乗車 ↓

中間駅

↓ 降車

地元 4,27

地元 4,68

乗車 ↓

中間駅

↓ 降車

地元 45
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相模原

0 15,

2 1,

2 - 

3 2,

7 19,

横浜線

横浜線

65

27,958

→

72 横浜線

横浜線

横浜線

横浜線

84

30,473

←

55 横浜線

横浜線

需要予測及

原 上

,383 

,270 

356 

,967 

,976 

線矢部 2,183

線橋本 0

地元 770

計 2,953

乗車 ↓ 13

相模原

↓ 降車

線矢部 3,749

線橋本 2,941

地元 10,319

計 17,009

線矢部 4,051

線橋本 4,088

地元 10,145

計 18,284

乗車 ↓ 15

相模原

↓ 降車

線矢部 2,231

線橋本 0

地元 736

計 2,967

及び事業採

上溝 

10,578 

162 

209 

2,953 

- 

13,902 

3,902

→ 上溝

↓ 降

相模線番田

相模線南橋

地元

計

相模線番田

相模線南橋

地元

計

5,156 乗車 ↓

← 上溝

算性の検討

（人／日）

小計 

30,191

1,474

5,249

21,237

15,156

73,307

 

溝

降車

2,791

348

10,763

13,902

3,642

454

11,060

15,156

↓

溝

討 

 

1 

4 

9 

7 

6 
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断面２．４ 
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延伸によ

小田原線新

模線上溝～

横浜線につ

のために相

 

 

【基本

 

面交通量変化

多摩線延伸の

よる沿線の利

新百合ヶ丘～

～橋本間、小

ついては、多

相模原へアク

本ケース】 

図 断面

 

化 

の整備に伴う

利便性向上に

～新宿間など

小田急小田原

多摩線延伸部
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面交通量変化
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通運転を想定

通量の増加が

新百合ヶ丘間

換することに
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量の変化は

定している小

が見られる
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は、下図の

アクセス性

と直通または

利用者の分布

ニュータウン

のほかに都心

地集計・帰宅
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３．事業採算性の検討結果 
事業採算性検討結果を以下に示す。 

単年度資金収支黒字転換年は 11 年、累積資金収支黒字転換年は 42 年との結果となった。 

 

 

表 事業採算性の検討結果 

予 測 

ケース 

単年度資金収支 

黒字転換年※ 

累積資金収支 

黒字転換年※ 

基本ケース 11 年 42 年 

 

 

 

 

 

 

 

※単年度資金収支黒字転換年：整備主体が借入金を施設使用料によって返済していく中での単年度資

金収支が黒字転換に要する開業年からの年数 

※累積資金収支黒字転換年：整備主体が借入金を施設使用料によって返済していく中での累積資金

収支が黒字転換に要する開業年からの年数 
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１．事業性向上方策等の検討内容 

検討の結果、基本ケースの事業採算性（累積資金収支黒字転換年）は 42 年となった。そのうえ

で、事業性向上の観点から、本路線の事業性に与える方策を検討し、それぞれの条件の変化による

感度分析から、効果・影響の確認を行った。 

 

表 事業性向上方策等の検討内容 

分 類 検討内容 

サービス感度 
運行サービスの観点から、乗換移動距離（相模原駅）につい

て、条件を変化させた場合の効果・影響を分析する。 

事業手法による感度 
事業手法の観点から、段階的整備（部分開業）とした場合の

事業規模の変動について、効果・影響を分析する。 

その他の要因による感度 
物価変動等による影響の観点から、事業費、収入、建設期間

について、変動した場合の影響を分析する。 

 

  



 

２．感度分
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運行サー

せた場合の

基本ケー

における南

とＪＲ相模
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響を分析する

R 相模原駅

性を高めるこ
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要の向上を図

表 感度分

ス 

換移動距離

る。 

との乗換利

ことを目的に

下移動を極力

上として、延

図った場合
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・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

駅位置変
※移動時間
 乗換え経

・概算建設費

※感度分析

検討の深

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

基本ケー
※移動時間
 乗換えは

とする。

・概算建設費
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（延伸線新駅

利便性を高め

に、地下空間

力減じた乗換

延伸線新駅の

として、以

の設定内容

伸部の運行条

間：唐木田駅
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数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との
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を想定するＢ１

億円 

Ⅶ．事業

模原駅）につ

に、JR 相模原

た連絡通路

て前提条件

力ＪＲ相模原

よる効果・

更ケース） 

容 

間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

216 
のを記載する。
とする。 

円 

による建設費の

造等について別

間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

229 
のを記載する。
階連絡通路・

業性向上方

ついて、条

原駅および

を検討し、

を設定し、

原駅に近づ

影響の確認

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

 

の見直しは行っ

別途の検討を要

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

 
ＪＲ横浜線地

策等の検討

件を変化さ

駅周辺地区

延伸線新駅

検討を行っ

け乗換動線

認を行った。

６本） 

３本） 

考値（秒） 

281 

っていない。 

要す。 

６本） 

３本） 

考値（秒） 

293 

地下改札経由

討 

区

駅

線

 



 

（参考）駅

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）上

まえ

費に

こ

備計

な

たっ

動線

 

駅位置変更の

【基本

 

（平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【駅位

 

上記乗換計画

えたものでは

には含んでい

このため、実

計画の深度化

なお、地下連

っては都市側

線を選択して

（平

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のイメージ 

本ケース】 

平面イメージ）

位置変更ケー

図

画は、ＪＲ相

はない。また

いない。 

実際に整備を

化を行ってい

連絡通路によ

側とも連携し

ていく必要が

 

平面イメージ）

 

相模原駅

） 

ース】 

図 延伸線新

相模原駅ホー

た、これら整

を行う際には

いく必要があ

よる乗換は、

し、地上レベ

があると考え

） 

駅 

 Ｊ
Ｒ
相
模
原
駅 

 Ｊ
Ｒ
相
模
原
駅 
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新駅の駅位置

ームへの上り

整備費用につ

は、都市側と

ある。 

まち全体の

ベルやデッキ

えられる。 

 

 

 

変更イメージ

り口や改札設

ついては小田

との連携や鉄

の歩行者動線

キレベルでの

改札・出入口

Ｂ１階連絡通

Ｂ１階連絡

乗換動線（

乗換動線（

Ⅶ．事業

ジ 

設置等につい

田急多摩線延

鉄道事業者

線の一つで

の動線も視野

口 

通路（イメー

絡通路（イメー

（基本計画） 

（駅位置変更）

業性向上方

いて具体的

延伸線整備

との協議を

あり、実際

野に入れつ

ージ）

ージ）

） 

策等の検討

な協議を踏

の概算建設

踏まえて整

の整備にあ

つつ、最適な

討 

踏

設

整

あ

な



 

事業２．２ 

事業手法

た場合の事

基本ケー

本感度分

を第１期整

なお、段

模原駅橋上

 

段階的整備

(第１期整

模原駅間)

基本ケース

（再掲） 

※本ケースは

となる相模

移動、上溝

 

業手法による感

法の観点から

事業規模の変

ースでは、唐

分析では、初

整備区間とし

段階的整備に

上駅舎を経由

検討ケース

備ケース 

整備区間：唐木

 

ス 

は感度分析を行

模原駅（延伸線

溝駅までの延伸

感度 

ら、段階的整

変動について

唐木田駅～上

初期投資抑制

した場合とし

においては、

由するものと

表 感度

ス 

木田駅～相

行った結果であ

線新駅）での必

伸に伴う施設の

整備(唐木田

て、効果・影

上溝駅間を一

制による事業

して、以下の

相模原駅の

として検討を

度分析ケースの

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

段階的整
※移動時
 乗換経

・概算建設費

 ※感度分析

検討の深

・多摩線延伸

  運行区

加算運賃

運行本数

      

・相模原駅

ケー

基本ケー
※移動時間
 乗換えは

とする。

・概算建設費

あり、事業費は

必要設備を概略

の設置等に係る
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駅～相模原

影響を分析す

一体的に整備

業性の向上効

の条件によ

の乗換条件は

を行った。 

の設定内容

伸部の運行条

間：唐木田駅

賃：50 円 

数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との

ース名 

整備ケース 
間は、ピーク
路は、現状の

費（参考値）

析用として一定

深度化を行う場

伸部の運行条

間：唐木田駅

賃：50 円 

数：ピーク時

  オフピー

の横浜線との

ース名 

ース 
間は、ピーク時
は、別途整備を

 

費：1,300 億

は全線整備の算

略的に想定し概

る費用は見込ん

 

原駅間を第１

する。 

備すること

効果を確認す

る効果・影響

は地下連絡通

（段階的整備

内 

条件 

駅～相模原駅

時   ９本

ーク時 ６本

の乗換移動距

移動距離

垂直 

29 
時非高齢のも
ＪＲ横浜線橋

870 億円※ 

定の条件のもと

場合には、構造

条件 

駅～上溝駅間

時   ９本

ーク時 ６本

の乗換移動距

移動距離

垂直 

18 
時非高齢のもの
を想定するＢ１

億円 

算出方法を踏襲

概算で盛り込ん

んでいない。 

Ⅶ．事業

期整備区間

を条件に検

するため、唐

響の確認を

通路を考慮

備ケース） 

容 

駅間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

199 
のを記載する
上駅舎経由と

と試算した参考

造等について別

間 

本／ｈ（急行

本／ｈ（急行

距離 

離（m） 

水平 

229 
のを記載する。
階連絡通路・

襲した上で、第

んでいる。ただ

業性向上方

間として部分

検討を行った

唐木田駅～

を行った。 

しない、既

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

。 
する。 

考値である。 

別途の検討を要

３本、各停６

３本、各停３

移動時間参

 
ＪＲ横浜線地

第１期整備時に

だし、留置線整

策等の検討

分開業)とし

た。 

相模原駅間

存のＪＲ相

６本） 

３本） 

考値（秒） 

305 

要す。 

６本） 

３本） 

考値（秒） 

293 

地下改札経由

には折り返し駅

整備や駅位置の

討 

し

間

相

駅

の



 

その２．３ 

物価変動

整理例に基

る。分析は

 

 

 

 

他の要因によ

動等による影

基づき、事業

は、基本ケー

基
本
ケ
ー
ス 

受

分析

※1 収入変

※2 経費変

※3 受益相

使用料

※4 建設期

算して

よる感度 

影響の観点か

業費、収入、

ースを対象と

概算事業

収入変化

経費変化

受益相当額（Ａ

析する事業リス

変化は開業後 3

変化は開業後一

相当額は開業後

料としてこの額

期間の分析は、

ている。 

 

から、鉄道プ

建設期間に

として、下表

表 事

業費 

（Ａ） 

（Ｂ） 

Ａ－Ｂ） 

スク 

30 年間の平均

一定としている

後 30 年間の平

額が毎年支払わ

期間延長によ
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プロジェク

について、変

表の条件とす

事業リスク分

3

1

1

①事業費 

②収入変化

③建設期間

均値である。 

る。 

平均値である。

われるものとし

よる事業費の増

 

トの評価手法

変動した場合

する。 

析の内容 

1,300 億

34.5 億円／年

19.7 億円／年

14.8 億円／年

±10％ 

化 ±10％ 

間 ±１年（≒

開業後、営業

して、収支計算

増高や、収入変

Ⅶ．事業

法マニュアル

合の影響を分

億円 

年（※1） 

年（※2） 

年（※3） 

≒10％） 

主体から整備

算を行っている

変化はないも

業性向上方

ル（2012 年

分析（リス

主体に施設

る。 

のとして試

策等の検討

年改訂版）の

ク分析）す

討 

の

す



 

３．需要予

需要予測

記載する。

 

サービ３．１ 

（１）輸送

延伸区間

輸送人員

約 74.9 千人

 

予 
ケー

駅位置変更

基本ケース

（再掲） 

差分 

※端数処理に

 

 

（２）駅の

延伸区間

基本ケー

千人／日の

 

予 
ケー

駅位置変更

基本ケース

（再掲） 

差分 

※端数処理に

 

予測および事

測および事業

 

ビス感度【駅

送需要 

間における輸

員について、

人／日の輸

測 
ース 

(20

更ケース 

 

により駅位置変

の乗降人員 

間における各

ースと比較す

の乗降人員が

測 
ース 

(2

更ケース 

 

により駅位置変

事業採算性の

業採算性の検

駅位置変更ケ

輸送需要は、

基本ケース

送需要が見

輸送人員
（千人／日

H45 
033 年) 

H
(204

74.9 

73.3 

1.6 

変更ケースと基

各駅の乗降人

すると、平成

が見込まれる

唐木田駅

H45 
033 年) 

H
(204

3.3 

3.3 

0.0 

変更ケースと基

の検討結果

検討結果を以

ケース】 

以下のとお

スと比較する

見込まれる結

表 

員 
日） 

(

H57 
45 年) 

H4
(2033

68.6 

67.1 

1.4 

基本ケースの差

人員は、以下

成 45 年(203

る結果となっ

表 駅

駅 

H57 
45 年) 

H4
(2033

2.7 1

2.7 1

0.0 

基本ケースの差
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果 

以下に示す。

おりである。

ると、平成

結果となった

輸送需要の

ｷﾛ当たり 
輸送人員 

千人／日・k

45 
3 年) 

H57
(2045

8.5 7

8.3 7

0.2 0

差分は合わない

下のとおりで

33 年)では相

った。 

駅別乗降人員

中間駅 

45 
3 年) 

H57
(2045

10.2 9

10.0 8

0.2 0

差分は合わない

 

。なお、需要

。 

45 年(2033

た。 

結果 

km) 
（千

7 
年) 

H45 
(2033 年

7.8 4

7.6 4

0.2 

い場合がある。

である。 

相模原駅で約

の結果 

7 
年) 

H45 
(2033 年

9.1 42

8.9 41

0.2 1

い場合がある。

Ⅶ．事業

要予測結果

年)では約

輸送人ｷﾛ 
千人ｷﾛ／日）

年) 
H57 

(2045 年

53 41

44 40

8 

 

約 1.7 千人／

相模原駅 

年) 
H57 

(2045 年

.9 40.

.2 39.

.7 1.

 

業性向上方

は、発券ベ

1.6 千人／

 
輸

(千人ｷ

年) 
H45 

(2033 年)

12 51.4

05 50.5

7 0.9

／日増加し

上

年) 
H45 

(2033 年)

7 29.2

1 29.1

5 0.1

策等の検討

ースの値を

日増加し、

輸送密度 
ｷﾛ／日・km) 

 
H57 

(2045 年) 

4 46.8 

5 46.0 

9 0.8 

、約 42.9

（千人/日）

上溝駅 

 
H57 

(2045 年) 

2 25.2 

1 25.1 

1 0.1 

討 

を
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（３）駅間輸送量及び利用者の旅客流動 

 

 

【駅位置変更ケース】 

＜平成45年(2033年)＞（発券ベース） （人／日） 

乗車／降車 多摩ｾﾝﾀｰ 唐木田 中間駅 相模原 上溝 小計 

多摩ｾﾝﾀｰ - - 4,221 15,854 10,538 30,613 

唐木田 - - 41 1,298 161 1,500 

中間駅 4,589 63 - 604 206 5,462 

相模原 17,140 1,633 310 - 3,055 22,138 

上溝 11,837 147 190 3,052 - 15,226 

小計 33,566 1,843 4,762 20,808 13,960 74,939 

 

 

平成45年（2033年）　駅位置変更ケース　（多摩センター→上溝）

小田急多摩線 30,433

京王永山 2,572

京王堀之内 415 横浜線矢部 2,285

多摩モノレール 1,790 横浜線橋本 0

地元 2,186 地元 770

計 37,396 地元 1,500 地元 810 計 3,055

乗車 ↓ 37,396 乗車 ↓ 32,113 乗車 ↓ 28,661 乗車 ↓ 13,960

→ 唐木田 → 中間駅 → 相模原 → 上溝

↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

地元 6,783 地元 4,262 横浜線矢部 4,214 相模線番田 2,792

横浜線橋本 3,239 相模線南橋 334

地元 10,303 地元 10,834

計 17,756 計 13,960

平成45年（2033年）　駅位置変更ケース　（多摩センター←上溝）

横浜線矢部 4,436 相模線番田 3,637

横浜線橋本 4,478 相模線南橋 454

地元 10,169 地元 11,135

地元 7,065 地元 4,652 計 19,083 計 15,226

40,631 乗車 ↓ 35,409 乗車 ↓ 31,257 乗車 ↓ 15,226 乗車 ↓

← 唐木田 ← 中間駅 ← 相模原 ← 上溝

↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車 ↓ 降車

小田急多摩線 34,195 地元 1,843 地元 500 横浜線矢部 2,314

京王永山 1,754 横浜線橋本 0

京王堀之内 426 地元 738

多摩モノレール 1,715 計 3,052

地元 2,541

計 40,631

多摩センター

多摩センター



 

（４）断面

小田急多

基本ケース

既設部及び

相模原線、

が見られる

伸部への乗

量が減少す

 

 

【駅位

 

 

面交通量変化

多摩線延伸の

スと同様、延

び小田急小田

ＪＲ相模線

る。ＪＲ横浜

乗り換えのた

する。 

位置変更ケー

図 断面交

 

化 

の整備に伴う

延伸による沿

田原線新百合

線上溝～橋本

浜線について

ために相模原

ース】 

交通量変化（

 

う周辺路線の

沿線の利便性

合ヶ丘～新宿

本間、小田急

ては、多摩線

原へアクセス

駅位置変更ケ
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の断面交通量

性向上によ

宿間などで断

急小田原線町

線延伸部利用

スする旅客に

ケース－with

 

量の変化は

り、直通運転

断面交通量

町田～新百合

用に転換す

による増加

hout ケース、

Ⅶ．事業

、下図のと

転を想定して

の増加が見

合ヶ丘間な

ることによ

分があるが

平成 45 年(

業性向上方

おりである

ている小田

見られる。一

どで断面交

る減少分と

が、合計する

(2033 年)） 

策等の検討

る。 

急多摩線の

一方で、京王

通量の減少

、多摩線延

と断面交通

 

討 

の

王

少

延

通



 

（５）利用

小田急多

基本ケー

延伸地域を

域、および

発地ベース

なっており

はほぼ同等

 

【駅位

図 小田

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用者の分布状

多摩線延伸部

ースと同様、

をはじめ、多

び、ＪＲ横浜

スで見ると、

り、着地ベー

等の結果であ

位置変更ケー

田急多摩線延伸

状況 

部の利用者の

鉄道ネット

多摩ニュータ

浜線やＪＲ相

延伸線沿線

ースで見ると

ある。 

ース】 

伸利用者分布

の分布状況は

トワーク整備

タウンエリア

相模線沿線地

線や多摩ニュ

と、上記のほ

布（発着地集
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は、下図の

備によって鉄

アや都心など

地域など、広

ュータウンエ

ほかに都心や

計・帰宅除く

 

とおりであ

鉄道へのアク

ど延伸線と直

広範囲に利

エリア、ＪＲ

や横浜への利

く、駅位置変

Ⅶ．事業

る。 

クセス性が向

直通または結

用者の分布

Ｒ横浜線沿線

利用者も多い

変更ケース、平

業性向上方

向上する小

結節する路

布が見られる

線からの利

い。基本ケ

平成 45 年(2

策等の検討

田急多摩線

線の沿線地

る。 

用者が多く

ースと傾向

 
033 年)） 

討 

線

地

向



 

 

図 小田

 

図 小

 

 

 

田急多摩線延

田急多摩線延

延伸利用者分布

延伸利用者分

 

布（発地集計

分布(着地集計
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（６）事業採算性の検討結果 

事業採算性検討結果を以下に示す。 

単年度資金収支黒字転換年は 11 年、累積資金収支黒字転換年は基本ケースから２年短縮し、42

年との結果となった。 

 

 
表 事業採算性の検討結果 

予 測 

ケース 

単年度資金収支 

黒字転換年 

累積資金収支 

黒字転換年 

駅位置変更ケース 11 年 40 年 

基本ケース（再掲） 11 年 42 年 

 

 

（７）感度分析の効果・影響のまとめ 

相模原駅の乗換動線距離を短縮した場合の感度分析結果は、基本ケースに比べ、輸送人員が平成

45 年(2033 年)で約 1.6 千人／日増加し、累積資金収支黒字転換年が約２年短縮することが見込ま

れる結果となった。以上のことから、乗換動線距離を短縮することによる事業性向上方策には一定

の効果があると考えられる。 

今後は、駅周辺まちづくりとの整合を図るとともに、利用者の視点、事業者の視点を踏まえて、

乗換動線距離の短縮に向けた検討の深度化が必要である。また、駅位置を変えたことによる事業費

の見直しを含めた駅構造等の検討の深度化が必要である。 
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（３）駅間輸送量及び利用者の旅客流動 

 

 

【段階的整備ケース】 

＜平成45年(2033年)＞（発券ベース） （人／日）  

乗車／降車 多摩ｾﾝﾀｰ 唐木田 中間駅 相模原 小計 
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中間駅 4,655 63 - 400 5,118 

相模原 21,127 1,646 294 - 23,067 
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（６）事業採算性の検討結果 

事業採算性検討結果を以下に示す。 

単年度資金収支黒字転換年は 11 年、累積資金収支黒字転換年は基本ケースから 16 年短縮し、  

26 年との結果となった。 

 

 

表 事業採算性の検討結果 

予 測 

ケース 

単年度資金収支 

黒字転換年 

累積資金収支 

黒字転換年 

段階的整備ケース(第１期整備

区間：唐木田駅～相模原駅間) 
11 年 26 年 

基本ケース（再掲） 11 年 42 年 

 

 

（７）感度分析の効果・影響のまとめ 

段階的整備ケース（第１期整備区間：唐木田駅～相模原駅間）の感度分析結果は、基本ケースに

比べ、輸送人員は減少するものの、キロ当たり輸送人員は約 0.9 千人／日・km 増加、合わせて、全

線整備と比べて初期投資額および営業経費が圧縮されることより、累積資金収支黒字転換年が約 16

年短縮することが見込まれる結果となった。 

以上のことから、段階的整備ケースによる事業性向上方策には大きな効果があると考えられる。 

なお、本ケースは感度分析であるため、概略設計を含めた様々な調査をしたうえで概算建設費の

深度化を図るなど、ハード・ソフトの両面での深度化が必要である。 

また、段階的整備の事業手法を採用する場合は、調査の深度化の他、第２期整備区間（相模原駅

～上溝駅間）に関する調査研究も必要である。 
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